
 

 

 

 

第51期（2022年4月1日から2023年3月31日まで） 

貸借対照表及び個別注記表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北日本ボイラ株式会社 



貸 借 対 照 表
商号 北日本ボイラ　株式会社 代表者 岡脇　正樹

令和 5年 3月31日現在
(単位：円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 負 債 の 部 ）（ 資 産 の 部 ）
471,733,369 98,980,754Ⅰ ( () )Ⅰ流 動 資 産 流 動 負 債
370,838,243 42,273,747現 金 及 び 預 金 支 払 手 形

2,227,137 32,256,194受 取 手 形 買 掛 金
1,524,369 4,724,287電 子 記 録 債 権 未 払 金

63,880,626 2,027,500売 掛 金 未 払 法 人 税 等
6,304,716 4,778,700リ ー ス 未 収 入 金 未 払 消 費 税 等

24,870,038 940,341棚 卸 資 産 預 り 金
1,739,937 5,700,685前 払 費 用 前 受 収 益

46,547 6,279,300未 収 入 金 賞 与 引 当 金
202,656立 替 金
99,100仮 払 金

163,762,436 14,684,800Ⅱ ( () )Ⅱ固 定 資 産 固 定 負 債
145,405,232 12,044,800( )有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

9,381,812 2,640,000建 物 役 員 退 職 給 付 引 当 金
23,783構 築 物

548,870車 両 運 搬 具
62,300工 具 、 器 具 及 び 備 品

131,762,726土 地
3,625,741リ ー ス 機 械 装 置

0( )無 形 固 定 資 産

113,665,554負 債 の 部 合 計
（ 純 資 産 の 部 ）

521,830,251( )Ⅰ 株 主 資 本
30,000,000 1. 資 本 金

18,357,204 332,800( () ) 2.投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 剰 余 金
5,200,000 332,800( ) (1)投 資 有 価 証 券 そ の 他 資 本 剰 余 金

50,000 332,800差 入 保 証 金 自 己 株 式 処 分 差 益
12,997,284長 期 前 払 費 用

109,920預 託 金
540,984,651( ) 3. 利 益 剰 余 金

2,987,500 (1)利 益 準 備 金
537,997,151( ) (2)そ の 他 利 益 剰 余 金
30,000,000別 途 積 立 金
10,000,000役 員 退 職 積 立 金

497,997,151繰 越 利 益 剰 余 金

49,487,200 4. △自 己 株 式

0( )Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等

0Ⅲ ( )繰 延 資 産
0( )Ⅲ 新 株 予 約 権

521,830,251純 資 産 の 部 合 計

635,495,805 635,495,805資 産 の 部 合 計 負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計Y22533



北日本ボイラ　株式会社商号
令和 4年 4月 1日から

令和 5年 3月31日まで

個 別 注 記 表

Ⅰ．この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

Ⅱ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．有価証券の評価基準及び評価方法

 (1)その他有価証券

    移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

    最終仕入原価法による原価法を採用しております。

３．固定資産の減価償却方法

 (1)有形固定資産

    定率法又は旧定率法を採用しております。

    ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については旧定額法、平成19年4月1日

    以後に取得した建物（附属設備を除く）については定額法、平成28年4月1日以後に取得した建物附属設

    備及び構築物については定額法を採用しております。

    なお、取得価額10万円以上20万円未満の資産については、３年均等償却を採用しております。

 (2)無形固定資産

    定額法又は旧定額法を採用しております。

    ただし、取得価額10万円以上20万円未満の資産については、３年均等償却を採用しております。

 (3)リース資産

    法人税法の規定に基づくリース期間定額法を採用しております。

 (4)長期前払費用

    法人税法の規定に基づく期間均等償却を採用しております。

４．引当金の計上基準

 (1)賞与引当金

    従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

５．消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

Ⅲ．貸借対照表等に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 　　　　　　　　     111,785,085円

２．受取手形裏書譲渡高         　　　　　　　　　      11,174,498円

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式総数　　　　　　　 　　　　　　　　          60,000株

２．自己株式総数                　　　　　　　 　          12,200株

Ⅴ．一株当たり情報に関する注記

１．一株当たり純資産額は、10,916.95円であります。

２．一株当たり当期純利益は、523.09円であります。

                                                                                              以　上


